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適切 でない よ うに見 え る。 ＼、
しか し事業税 の課税標 準 は,事 実上法人税 と同様 に法人所得 であ り,こ の点
を考慮す るな ら,国 税,地 方税 を通 じての法人所得課税 として これ らを一括 し
てとらえ るこ ともあなが ち不適 当 とはいい切 れぬ であろ う。 あたか もこの こと
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の 正 当性 を裏付 け るかの よ うに,法 人税 の実効税 率が問題 とされ る場合,通 常
一定 の法人所 得に対 して の法人 の総合的税 負担率 として,こ れ らの地方税 も考
慮 に入れ られ ている。
か くして 「法人税転 嫁分析 」は,よ り現実 的 な 「国税,地 方 税 を通 じての総
合的法人所 得税 の転 嫁分析」 に と発展 す るはず である。そ の際,筆 者がかね て
か ら主張 してきた,伝 統 的転 嫁論 とは異 るカテゴ リーの転 嫁概念 を用 いて分析
をすす めてゆ きた い と考 えてい る。.
1地 方 税 法 人 所 得 課 税 と転 嫁
(1)地 方税法人所 得税
わ が国の地方税 レベル での法人 所得 にかか る税 は,法 人事業税 お よび法人道
府 県民税 と市町村 民税 であ る。法人道府県民税 と市町村民税 は,標 準税率 の場
合 でそれぞ れ法人 税額 の5.2%および12.1%であ り,法人事業税 は法人所得 の
12%である。
前二者 は税制上,所 得税系統 の税 であ り,実際 に も法人税 の課税 標準 の一定
率 を賦課 され る人税(personaltax)として取扱 われ るか ら,地 方 レベル の 「法
人 所得税」 といえる。
他方,法 人 事業税 は税制上,収 益税 に属す る税 として物税(rea1・rimperson・
altax)と観念 され て,法 人 税 の課税所得算定 の際 に損 金算入 を認 め られ てい
る。 ところが実 際にはその課税標準 は大部分 の企業 に対 して所得 金額 となって
い るか ら,こ の側 面か らみ る限 り,事業税 も一種 の 「法人 所得税 」 とみ な しう
るのである。
事業税 が なぜ この ような複雑 な取扱 を受 けて いるのかを,そ の沿革 な どに よ
って詳 し くみ てお こ う。
現在 の事業税 の前身 は,当 初,明 治11年の地方税規則 で設置 され た府県 の営
業税 であ った。 その後同29年,主要24業種 に国税営業税 が外形標準 で賦課 され
ることにな り,地 方税 営業税 は国税 の付加税,お よび24業種以外 の零細企業 に
対 す る府県営業税 とその付加税(市 町村税)と なった。
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大正15年には,国 税営 業税 は営業収益税 とな り,従来 の外形基準課税 か ら所
得基準課税 ない し純益課 税へ と変更 された。昭和15年度 の改正 で,さ らに国税
営業税 は府県 に還付 され る還付税 とな り,道 府県,市 町村 レベルで は営 業税付
加税 が課 された。同22年,営業税 は よ うや く道府県独立税 とな り,翌23年,事
業税 と名称 を改 めた。 しか し,シ ャウプ使 節団は,事 業税 に替 えて付加価 値税
を創設す る よう勧告 している。そ の理 由は事業税 の課税標準 が国税法人税 と同
一であ る ところか ら,法 人 の純 所得 の上 に税負担 の重荷 が累積 す るのを回避す
るため とされ てい るω。 勧告 に沿 って付加価 値税 は一応法 制化 をみ るが,結 局
実施 されない まま29年に廃 棄 され,以 後現在 の事業税 が採用 されて きてい る。
現行事業税 は従来 の外 形基準 を一部分受 け継 いで,業 績 の比較 的安定 してい
る4業 種一 電気 供給業,ガ ス供給業,生 命保険事業 お よび損害保険事業一
につ いては各 事業年度 の収入 金額 を課税標準 としてい る。 しか し外形 基準課税
は,収 益 力の脆弱 な中小 企業 には負担 が過酷 にな るとして,上 の4業 種以外 に
対 しては所得金額 を課税 標準 としているのであ る。
法人事業税収入額 の うち,外 形基準課税分 は昭和48年度 につ いて2.9%にす
ぎず,残 りの97.1%は所 得基準課税 分 である。 ここに事業税 をその本来的分類
にもかかわ らず,事 実 上 の地方税 法人所得税 とみ な しうる根拠 が見 い出 され る
と思 うので ある。
か くして法人 事業税,道 府県民税,市 町村 民税 を,法 人所得 に賦課 され る地
方税 として とらえ うるな らぽ,こ れ に国税法人税 を加 えてた ものは,国 税,地
方税 を通 じての法人 所得税 といえるであろ う。
第1表 は租税収入 中 に占め る法人所得税収入 の割合 を構成 因別 に 示 し て い
る。昭和48年度 の法人 税額 は45,180億円,地 方税 法人所得税額 は22,718億円で




























































































































































































































































































筆者 はい くつ かの小論 を通 じて,法 人 税転嫁論 の従来 と異 な る展 開を試 みて
きた。その1つ は,価 格 論的 アプ ローチ の転嫁論 を「利潤極大化仮説」か ら離脱
させ ることであ った。 も う1つ は転嫁論 のフ レイムワークを価格 論の外 まで拡
大 して,単 な る価格調整 過程 を通 じての転嫁 のみ な らず,政 治 ・行政過程 を通
じての減免税 ない し税負担 軽減 を も広義 の転嫁 として把握 し よ うとす るこ とで
あった{2)。後者 はiマ ス グ レーヴ(Musgrave,R.A.)の「衝 撃的帰着」(impact
incidence)と「実効 的帰着」(effectiveincidence)の差 として の 「転 嫁の結果 」
を従来 の転 嫁概念 に代替 させ て用 い るべ きだ とい う主張{3}にほぼ対応 す る もの
である。
この ような問題 提起 を敢 えて試み た理 由は次 の とお りである。法人税転 嫁論
は従来 ・主 として価格 論的 アプ ローチ を軸 として展開 され てきた。＼す なわち・
伝統的な転嫁否定論 にお いて も,そ の後 に続 く転嫁肯 定論 ぐ部分転嫁の肯定論,'
長期的転嫁の肯定論,ま たは全部的転嫁 の肯定論)に おいて も,利 潤極大化仮説 に
立脚した価格 論 の応用 として,転 嫁論は構 築 され てい る。
もっとも,部 分的 にせ よ転 嫁が肯 定 され る場合 には,利 潤極大 原則 の成立 し









プ リソ シ プル や ボ ーモ ル(Baumol,W.J.)の売 上高 極大 仮 説 ま た は マ リ ス
シ
(Marris,R.)の成長率極 大仮説 など一 に基づ いた価格論 を転 嫁分析 の武 器に
す る とい うことであ る㈲。
または,寡 占経済論 ない し産業組織論 の分野 における研 究成果 を,転 嫁論に
導入 す る ことである。 この方 向 に沿 うものの1つ として評 価 し うるのは,集 中
度 と転 嫁度 の相関を実証的 に検 出 し ようとした キルパ トリック(Kilpatrick,R
W.)の研究 であ る〔5}。
第2は,価 格調整以外 の方途 に よる転 嫁可能 性 の有 無 を検討 してみなければ
な らない とい う点 であ る。転 嫁は法 的 な支払義務者 の側 か らみれ ば,事 実上 の
税 負担 の軽減 ない し回避 の意味 を もつ。そ うだ とすれば,立 法 ・行政過程 を通
じてな され る恣意 的 な税負担 の軽減 もまた,転 嫁 の効果 と等 しい もの といわな
けれ ば な らない。
いま,必 要 な税収額 が決定 され,所 得分配や税負担 の公平 とい う条件 を充た
した税率表 が決 定 された としよ う。 この ビジブルな税率表上 の公正 は,し か し
なが らイ ソビジブル な税制 の欠 陥 ない し歪み と差別的優遇措 置の存 在 を 通 じ
て,事 実 上虚構 と化 してい るか もしれ ない。す なわち,こ の ような メカニズム
を通 じてあ る納 税者 の税負担 は軽減 され,他 の納 税者 のそれは相対 的 に過重 と
な るで あろ う。 この ことは税収一定 の も とでは,前 者 の税負担軽減 分 が 後 者
に,間 接的 にシフ トし,後 者 の負担率 を高 め るこ とを意味す る。
事実,課 税所得 の縮小 ない し過小表示 に よる租 税負担 の軽減 化や回避 は,通
常 の価格 転嫁 に対 応す る効果 を もつ か ら,こ れに代替 しまた はこれ と並行 して
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利用 され て きて いる。価格調整 に よる転 嫁を 「狭 義の転嫁」 と呼 ぶ とすれば,
この よ うな市 場 メカニズ ムを直接経由 しない負担 の移 転 は,「 広 義 の転嫁」 の
一形態 として,転 嫁のカテゴ リーに包括 しうるのでは ないであろ うか。
もしこの ような観点か ら転嫁 を とらえるこ とが許 され るな ら,「 利潤極大化
企業 の転嫁 は不可能」 とい う伝統 的結論は覆 えされ る ことにな り,転 嫁論 のカ
バーす る領域 が拡 大 され,そ の有効性 も一層高 め られ る もの と思 われ る。
そ こで 「広 義 の転嫁」 の一形態 として,立 法 ・行政 過程 を通 じての転嫁=課
税所得 の縮小 に よる税負担 軽減 のメカニズ ムを簡単 に示 してお こ う。法人 税 の
負担軽減 は,通 常 の利潤算定式(利 潤=収益一費用)が 示 す ように,費 用概念 の
拡大 と利益概 念 の縮小 とに よる課 税利潤の過 小表示 か ら可能 とな る。
費用概念 の拡 大 は,寡 占的価格 決定原理 の典 型 とみ られ るフル コス ト・プ リ
ソシプルに沿 って,企 業 の立場か ら費用性 を もつ とみな され る諸項 目を費用 化
することを意味す る。 これ らの項 目が本来 利潤その ものであ った り,利 潤か ら
控除すべ きものであ るとす る立場か らこの ことは 「利 潤 の費用化 」倒 と命名 さ
れてい る。具体的 にはそれ らの項 目は,役 員 ・管理者報 酬 の相 当部 分,損 金算
入分の寄付金 お よび交際費,各 種 の準備 金 と引当金 の留保利潤的性格 を もつ部
分,加 速度償却,割 増償却 などの特別償却 に よる留保 利潤の性格 を もつ部 分,
そして過剰 な広告 ・宣伝費{7}などである。
わが国の税法 お よび租税特別措置法は,こ れ らの諸項 目の損 金算入 を認 め,
企業利潤の相 当の部分 を課 税所得 か ら脱落 させ て非課 税扱 い としてい る{8}。
他方,収 益概念 の過小表示 は,事 実上,収 益 ない し利潤を構成す る項 目を課
税所得 に算入 しない とい う税法上 の取扱 いか らもた らされ る。 まず法人 の受取
配当は法人擬制説 の立場 を とる税制 か らの帰結 として二重課 税 の回避 とい う名
目で非課税化 され てい る。 また,増 資 などの際 に発生 す るいわゆ る株 式 プレ ミ
アムも,資 本取 引の範疇 に入 る資本準備金 として取扱 われ,全 額 が益金不算入
となってい る。
法人受取配 当は法人擬制説的税制 の非 現実 性か らみて,ま た株 式 プレ ミアム
はいわゆ る創業利得 としての性格 か らみて,利 潤 ない し収益 として課 税所得 に
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追加 され るべ き項 目 と考 え られ る。 さ らに この他 に も租税 特別 措置法 に よって
課 税所得 か らはず され る項 目もあ る。







f・一π汁(ワ は れΣ α汁 Σ β/
i口1i雪1)(3)
(ただ し,π*は 調整 前 の本来的利潤,1焉 は調整 後の課税所 得を示す。R*,C*は,そ
れぞれ本来 的収益 と費用 を表わす。ai,角 はi番 目の事実上 の収益で,課 税 所得 から
脱落 した ものの額 を示す。後者は 「利潤 の費用化」 に対応す る部分である。)
真 の利 潤(調 整前利潤)∫1*に対す る課 税利潤(調 整後利潤)Utの 割合 を δと
して,こ れを課 税所 得捕捉率 と呼 ぶ ことに しよ う。
π・ 一畏 一δ(4)
1/・・+(羅 汁 曇Pり 一L
(1>δ〉。)
わ が国の現行税制 の下 では,〃¢+κ個 の非課 税項 目の存在 に よって,δ は明
か に1よ り小 であ るが,大 規模企業 ほ どそ の数 値 は小 さ くな る。そ してそ の結
果 として(5)式に示 され るよ うに,実 質 的法人 税率1*1もまた低 くな る。
t・一♀ 告 一δz1
???
(利用 可能 な昭和46年度 の資料 に もとついて,か な り控え 目に筆 者が推定 した δは,
法人 企業全体 にっいて75.5%であ り,そ の結果,ti*は23.7%に低下す る。 また,資




と名づ け ることに しよう。
互当i1*-1一 δ(6)
⑥ 式は所得捕捉率 が低 いほ ど転嫁度 が高 くなることを示す 。い まや課税所得 の
縮小 に よる転 嫁 の水準 は δの導入 に よって計測可能 とな った訳 であ る。
広義 の転嫁 に包括 され る別 の転 嫁形態 は,資 本移動 のプ ロセスを含む長期的
転嫁であ る。 これ は課 税 ないし増税 インパ ク トに よって生 じた資本市場 の不均
衡 が資 本移動 をひ き起 し,そ の結果 として租税負担 が移転す る点 に着 目したハ
ーバ ーガ ー(Harberger,A、C.)型の転 嫁分析 である(1q。
以上 の よ うな視点か ら,筆 者 は転嫁概念 を とらえ直 し,新 た な転 嫁論 の構 築
を試み よ うとしているのであるが,そ れ には地方税法人税 の転嫁分析が追 加 さ
れう全体 系の中に正 しく位置づけ られ なければ な らない。 この点 こそが本稿 の
課 題 とす る ところであ る。
(1)ShoupMission,ReportonJapaneseTaxation,1949.Vol.皿シャウプ使節団 『日
本税制報告書』 兀巻,201頁
② 拙稿 「租税転嫁論の再検討一寡占企業の法人税転嫁を中心 として」 日本租税研究協会r租税財
政論集』第3集1975年参照。
{3)Musgraveは「転嫁」 の概念をより有効なものとす るために,単 なる調整過程 として で は
　 　
な く,結 果 と して これ を と らえ る こ と を 主 張す る 。 す な わ ち,「 衝 撃 的 帰 着 」=法 的 に 支 払 義 務
を 負 う者 の 税 負 担 と,「実 効 的 帰 着」=課 税 に よ る 実 際 の 所 得 分 配 の 変 化 と の 差 を 「転 嫁 の 結 果 」
と して と らえ る 。Musgrave,R.A.,TheTheoryof、PttblicFinaizce,1959.pp.230





Finance,1961,Nr.3/4.では,ボ ー モ ル の 売 上 高 極 大 化 仮 説 を基 盤 に した 法 人 税 転 嫁 分 析




期の集中度 と利潤率の相関を確認 した後,集 巾度 と転嫁度の関連が究 明される。その結果,「無
占力の強い産業ほど法人税の転嫁度は高い」 とい う命題が支持 され る。そのロ本への分 析 の 適
用は古田精司 「法人税帰着のクロス ・セクシ ョン分析一集中度 ・利潤率比 モデル:Kilpatrick
モデルー」 『三 田学会雑誌』第63巻第1号,1970年1月で試み られている。
《6)林栄夫 『戦後 日本の租税構造』1958年,108一一111頁,および林栄夫 『財政諭』1968年,300一
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336頁参照。
(7)過剰広告支出の計上を一種の 「利潤の費用化」 とみな し,課税所得の不当な縮小に 役 立 つも
のとして,筆 老は転嫁論に くみ入れ ようと試 みた。拙稿 「租税政策 と企業行動一広告 費 と法人
税転嫁」 『明大商学論叢』第55巻第6・7号,1974年2月 参照。 これは広告費を費用化した場
合 と償却資産 とした場合 とで,前 者が課税所得の過小表示に著 しく役立つこ とか ら,両 者の税
負担 の差を 「租税 の回避」 として とらえ て い るWeiss,L.W.,AdvertiSing,Profit
andCorporateTaxes,ReviewOfEconoMicsandStatistics,November1969.の
着想に負 うものである。
⑧ この点お よび後述す る諸項 目の益金不算入に関す る問題については,と くに林栄夫 「租税減免
特別措置のメカニ ズム」 『法律時報』1970年3月号の克明な分栃 を参照 されたい。
(9)以下に示 され る式は拙稿 「法人課税における税負担配分の不公平」 『経済評論』1974年6月号




し増税のあ る場合,価 格引下げが行われると需要 の減少が生産削減 をもたらすで あ ろ うし,価
格が不変であれば利潤率が低下する。いずれの場合に も,課 税部門か ら非課税部門に 資 本 が流
















ともあれ地方税 法人所 得税 の狭義 の転嫁 の可能性 は,基 本 的 には,次 に示す
寡占市 場 におけ る国税法人税 を対象 とした転嫁分析 の適用 に よって説明 され う
る。
す なわ ち,協 調的寡 占市 場 または プライス ・リーダー シップの存在す る寡 占
市場においては,価 格調整 に よる転 嫁は よ り容易 であろ う。一方,競 争的寡 占
市場 においては,集 中度 ない し独 占度 が高 いほ ど,競 争企業 の行動 に 対 す る
予想 の確実性 が大 き くな るか ら,価 格 引上 げに よる転嫁 の可能性 は 高 め ら れ
る⑫。
この よ うな 「狭 義の転 嫁」 の分析は,も ちろん適切 な実証分析 に よる転嫁度
の検 出を まって は じめ て完 了す る といえる㈹。 しか し本稿 では具体的 な転嫁度
の推定はな されず,こ の点 は今後 の研究課題 として残 され る。
(2)課 税所得の調整による転嫁
A
I章の② にお いて法人 税法や租税特別措置法 に よって課税所得 が縮小 され,
その結果税負 担 が軽減 され て間接 的な転嫁 の生ず る場合 を,広 義 の転 嫁の一形
態 として示 した。課税標準 を同 じ くす る地方税法人所 得税 において も,こ の種
の転嫁 は反復的 に発生す るであ ろ う。
事業税 の表面税率 あは,課 税所得 の縮小 に よって実質的 には δt2の負担率 に
下がる。 それは,事 業税実質 税率を あ*とすれぽ 次式か ら導び き出 され る。
t・*一 」 ・τ・==δt・(7)
・lt+(糞c汁嵩β〕
同様 に して法人道府県民税 と市町村民税 の 実 質 的 負 担 率 も,t3*=δt3ti,
t4*==δt4t1となる。 か くしてそれぞれの転嫁度 は,法 人 税 の場 合 と同様 に⑥式
,、
から(1一δ)とな る。
第2表 は法人 事業 税,道 府県民税,市 町村民税 につ いての表面税率 と,筆 者
が別 の小論鋤 で試算 した所 得捕捉率 δに もとつ いて算 出 した実質税率 とを,示
した ものである。
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第1欄 は δが1の 場 合 の単 な る地方税法人 所得税 の表面税 率を示 す。egll,
田欄 は,調 整後 の課 税所得 疏 に,受 取配 当,寄 付 金,交 際 費,貸 倒 引当金,
退職給 与引 当金,価 格変動準備 金,お よび特別償却 費を加算 して,実 質 所 得
π・を求め,これから所舗 蹄 δ一張 を算出している.
これをAケ ース として,IAは 全産業 の平均 で所 得捕捉率 δが75.5%,皿A。
は資本金100億円超 の第V階 層 で δが70.7%であ る場合 の実質 税率を推算 した
ものである。 それぞれ の実質的地方税所得税率 は13.89%,と13.01%である。
に
第W,V欄 は,過 剰広告費 の損 金算入 と株式 プレ ミアムの益 金不算 入 を考慮 し
第2・表 地方税法人所得税の表面税率と実効税率



























(注)1.年 所得700万円超の場合に適用 される税率を対象 とす る。




3.皿AはAケ ースの全産業,孤AvはAケ ースの第5資 本金階層(100億円超)の 場合
で,IVBはBケー スの全産業,VBW,vはBケースの第4,5資本階層(101意円超)の場
合を示す。詳 しくは拙稿 「法人課税における税負担配分の不公平」参照。
たBケ ース の所 得 捕 捉 率 に も とつ く数 値 で,WBは 全 産 業 に つ いて,VBW,vは
資 本 金10億円以 上 の第IV,V階 層 につ いて の推 定 値 で あ る。 それ ぞ れ,実 質税
率iD合計 は13.26%と12.75%であ る。 いず れ も δが100%の 場 合 の 税 率18.4%
と比 較 して 相 当低 く,大 企 業 ほ ど この傾 向 が強 め られ て い る こ とが わ か る。
δの水 準 に影 響 を与 え る主要 な要 因 の一 つ と して国 税 の租 税 特 別 措 置 が挙げ
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られ る。 そ こで暫 く,こ れ に よる地方税減 税 の影響 をみ てみ よ う。 自治省 に よ
れば,昭 和49年度 の この措 置に よる地方 税 の減収見込額 は1,404億円であ る。
この うち,法 人 関係 の部分 のみを と り出せば,お よそ353億円であ る。地方税
法人課税 の税率 は18.4%であ るか ら,お よそ1,920億円 の所得 が課税所得 か ら
脱落 し,非 課税化 された もの と推測 され る。
昭和30年以降 の国税法人 税改 正等 の影響 に よる地方 税法人 所得税 の減収 は,
第3表 に示 され る よ うに推移 してい る。昭和33得度 か ら49年度 までの減 収額 の
総計 は,941億9,700万円にのぼ ってい るこ とがわか る。 さきと同様 に単純 に
18.4%の税率 で計 算す ると,こ の間 に約5,120億円 の所得 が非課税化 され てタ
ックス ・ベ イスか らはず された ことにな る。
第3表 国税法人税の改正等に伴 う地方税所得税の減収額
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49 事 業 税1中 小法人の蹴 税鞭 購 囲の拡大『24…7
合 計 94.197
(注)自治省税務局r地方税制の現状とその運営の実態』昭和45年及び昭和50年より作成。
























(203) 租税政策 の再検討のた めに89
飢 ・に占めるU,・の割合 響 より低いとき,ブ企業の繊 担靴 相対的
i"1Σll,*
i=1
に低下 した とい える。つ ま り後者 に対す る前者 の比率 を η」とすれば 」企 業 へ










で示 され,η 」<1のとき,そ の税負担 は軽減化 されて いる。 この こ とは企業 か
ら他 の納税者へ の間接的 な税負 担 の移 転 を意味 してい る。つ ま りこの場合,ノ
企業 の所得捕捉 率 δゴは必ず1よ り小 とな っていてs税 負担 軽減 率 したが って
転嫁度 は(1一 δ」)の水準 にあ るといえ る。
この よ うに国税法人税 の 「広義 の転嫁」 の第 一形態 である 「課 税所得 の調整
に よる転 嫁」 は,地 方税 レベルにおいて も等 し く反復 され る。
B
地方税 法人所得 の広 義の転嫁 には,地 方税独 自の減 免措置 に よる税負担 軽減
の問題 が追加 されなければな らない。それは事業税 の非課 税 が物価政策等 を考
慮して,新 聞業,新 聞運送業,一 般放送業,学 術研 究 ・教育等 に関す る出版物
の出版業 お よび新聞広告 を掲載す る業者 な どについ て規 定 され てい るか らであ
る。 この措置 に よる地方税減収見込額 は,自 治省 の推計 で昭和49年度 につ いて
118億円 である。 この減 収 の原因 となった非課税 の所得額 は単純 に 推 算 し て
980億円 を超 えるであろ う。
この ような特 定企業 に対 す る減 免措置 を一般化 して考察 してみ,よう。 いま地
戊
方 レベルにおいて,各企業 に適 用 され うる地方税減税措 置が導入 された とす る。
これ に よるある企業 の非課税所得 が 〃種類 ある とす れば,その総額 は γ1+γ2+
な
'"+riC=Σriであ る
。 地方 税 法人 所 得 税 の課 税 所 得 を11ttと し,そ の 表 面 税
tnl
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か くして地方 レベ!レの租税減免措 置が存在 す る場合 には,勿+%+〃 個 の項
目が非課 税所得化 して実質的所得11*から控 除 され,所 得捕捉率 は δよ りさら




,地 方税独 自の減免 措置が導入 され ない場合 に比 較 して;一笏量一だ け転
嫁 は増進 され る。
C
最後 に法人 事業税 の損金算入制度 を導入 して,そ の転 嫁へ の影響 または転嫁
との関連 をみ ることに しよ う。事業税 は法人税 の課税標準 を算定 す る際 に,費
用 として取 扱われ るが,こ の ことは課 税企業 に とって,調 整前 の事実 上 の所得
ll*と,調整後 の課 税所 得 πzと のギ ャヅプを一層拡大 させ る媒介項 の追加を
意味す る。
つ ま り,事 業税 の損金算入 は,課 税所得 の縮小 を促進す る役割 を果す ことに
なる。 いま,事 業税負担額 を,損 金扱 い した場 合 の課 税所得 をj「7tとして,こ
れを定式化すれ ば
U,=II,一一・Tt,t2





この ような課 税所得 の縮小 に よって,こ れを課 税標準 とす る法人税,法 人 事
業税,法 人住 民税 の実質的負担 率 は,自 動 的に引下 げ られ る ことにな り,そ れ
ぞれの表面税率 と実質税率 との差 か ら,転 嫁 の度合 が把握 で きる。
これ を式 に よって導 き出 してみ よ う。 い ま実 質的所 得(調 整前所得)π*に






とな る。bは(4)式で示 した δの条件 に,事 業税 の損金算入 を加 味 した所得 捕捉
率に他 な らない。㈹式 において1>あ>0で あるか ら,明 らかに5<δ であ り,
t2が高 いほ どliiは小 さくなることがわか る。






とな る。tlとtl**の差 は事 実 上,企 業 が負 担 を 回避 した比 率 で あ り,転 嫁分 μ1
として と らえ られ る。
μ1=τ1一τ1**
=(1「☆ 巨1⑮
⑲式は`2が高 くδが低 いほ ど,μ1が大 き くな ることを示 している。
同様 に して,法 人 事業 税の実質税率t2**と転 嫁分μ2は,







法人税額 をタ ヅクス ・ベ イス とす る法人 の道府県民税,市 町村民税 のそれ も




























⑳式 か ら転 嫁度 は,事 業税率 が高水準 にあ るほ ど,所 得捕捉率 が低 いほ ど大
き くなる ことが明か となる。 もち ろん 元172737,は,それぞれ の税 のタ ックス
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・ベ イ ス が 同 一 で あ るか ら スに等 しい 。
当分 の 間,δ を1と 仮 定 して,現 行 税 率 の下 で の 〆*,μ,お よび7の 大 き さ













(ただ し,地 方税 は標準税率に よる。事業税率は12%。道府県民税 と市町村民税 は 法
人税額 の5.2%および12.1%。法人税 率は留保分40%,配当分30%,税込利潤の うち
配当の割合を30%として算 出した。)
か くしてt**は49.47%,tは55.40%と算 定 され る。 これ に対 応 す る転 嫁 分
μ お よび転 嫁 度7の 大 きさ は,
μ=0.0593
λ=O.107
となる。つ ま り,12%の事業税 が損金算入 され た結果,表 面税率55、40%の法
人所得税 は,実 質的 には49.47%の負担率 に下 が り,そ の差 の5.93%が負担 を
回避 され た ことにな る。 これは表面税率 に対 して10.7%に当 る。 端的 に言 え
ば,現 行 の法人所 得税 の税率表 の もとで,事 業税が損金算入 され る結果,法 人





94明 大 商 学 論 叢(208)
以 上 の考察 は,δ=1と い う非 現実的 な仮定 に基づ いていた。 そ こで最 後 に
この仮定を外 して よ りプ ロージブル な δの数 値 の下 で,実 質的 な税 率 と転 嫁度
の水 準 を調べ示 して置 こ う。
第4表 は,第2表 と同 じ δの値 を用 いて,法 人税,法 人事業税,法 人道府県
民税,同 市町村民税 の実効税率 を試算 した ものであ る。
Aケ ース(貸倒引当金,退職給与引当金,価格変動準備金,特別償却費,寄 付 金,
交際費の損金算入 と,受取配当の益金不算入 とを考慮 しkヶ一ス)の δと,Bケ ース









































2.こ れ らはすぺて12%の事業税を損金算入 した場合の数値 である。
3.各 ケースの条件については,第2表 の(注)を参照。
本 来,包 括的 に1つ の δとして とらえ られ なければ な らないのであるが,資 料
の制約上,別 個 の δに分裂 して示 され てい る。 したが って実際 には δは よ り小
さな値 を もつ もの と推 測 される。
この よ うな控 え目の δの もとに おいて も,実 効税 率Z**は相当大幅 な低下を
示 してい る。Aケ ・一・ス の場合 には,産 業平均 で37.35%,資本金が100億円を
超 える企 業 で34.98%であ り,Bケ ースの場合 には産業全体 で35.67%,資本
金 が10億円 を超 える企業 で34.28%と一層低 い。




































1欄は δが1で,事 業税 の損金算入 のみ を考慮 した場合 を扱 ってい る。そ の と
きの転 嫁度 は10.7%である。第K欄 以降 は事業税 の損 金算入 に加 えて δ<1の条
件を導入 した ケースであ る。Aケ ースでは全産業 の転 嫁度 元は32.6%,資本 金
100億円 超 の企業 では36.9%であ り,Bケ ースでは全産業 の7は35.6%,資本
金10億円超 の企業 のiは38.1%であ る。
D-Cへ の補 論
Cにおいて,事 業 税 の損 金算入 に よる課税所 得 の縮 小 とそ の効果 を見 たが,
その際⑫式一17,=11*一(Σα+Σ β十πzτ2)一が想定 され て きた。課税所得
の縮小 は,収 益概念 の縮小 ない し費用概念 の拡大 を通 じてなされ るのはす でに
述べた通 りであ るか ら,事 業税 の損 金算入 も α,β と独 自の項 目 として扱 うの
ではな く,β に属 させ るべ きであ ったろ う。⑫式 は この点 に触れ ないで議論 を
進めて きた ことを物語 ってい る。 この よ うな近道 を とった理由 は,現 行事業税
が税制等 の欠陥 に よって複雑 な様 相を呈 して いるこ と,し か し明示 的 な 「損金
算入制度」 の存在 に よって,事 業税 の性格 に関す る議 論 な しに も転 嫁論 に組み
入れ られ る ことに よる。 しか し,こ こでは敢 えて この問題 へ の言及 を試み るこ
、とにした い
。
まず事業税 の性格 ない し意義をみて置 こ う。税制調査会 は 「事業 がその活動
を行な うにあた って,地 方 団体 の各 種 の施 設 を利用 し,そ の他 の行政 サ ービス
の提供を受 け るこ とか ら,こ れ に必要 な経費 を分担すべ きであ る{町 と主 張 し
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て事業税 を根 拠づ けてい る。 自治省 の見解 で も 「事業 は道路,港 湾,教 育,衛
生 そ の他 もろ もろの道府 県の施設 を利用 して収益活 動 を行 ってい ることか ら,
これ らの施設 に必要 な経費 を分担 せ しめ る もの として道府県 に事業税 の課税権
を賦与 す る町 とな ってい る。
これ らは地方 税原則 において重視 され る 「地方 公共団体 の施設 ない し行政 と
の関連性 」 と 「負担分任性」 を考慮 して,と くに事業税 の応益課 税 としての意
義 ない し根拠 を強調 した もの とい える。
ところで戦後 わが国 では,公 共投資 が生活 ・消 費関連 の分野 よ りも産 業 ・生
産 関連 の分野 に優先的 になされ て きた。地方 団体 の公共支 出 もまた この傾 向に
従 属 し,産 業基盤 の充実 を偏 重 して きてい る。 そ うだ とす れぽ これ らの公共支
出 の もた らす便益(benefit)の主要 な,直 接的享受者 は企業 に他 な らない。企
業 は この便益 へ の対価(willingnesstopay)として租税 を負担 しな くてはな ら
な い ことにな る。 この意味 で,先 にみた事業税 の存在意 義が応益性 に ある とい
う見解 は支持 され うるであろ う㈱。
次 に この便 益 の内容 とその帰 属 のプ ロセ スを考察 して,事 業税 の損金算入 の
問題 を検討 してみ よ う。 いま企 業 が,地 方 公共 団体 の投資 ない し支 出に よって
提 供 され た施 設 ・サ ー ビスを利用 したため,こ れ らの提供 され ない場合 に比 し
て よ り低廉 な生産費 で生産 を な し得 た とし よう。
この ことは もちろん企 業が受益者 であ るこ とを直 ちには意味 しない。なぜな
ら,完 全競争市 場 では この生 産費 の低下 が商 品価格 の引下 げ に反映 され,便 益
は結局商品需要者 に帰 属す る ととになるか らであ る。 この場合 には便 益 の対価
は消費者 が負担 すべ きであるか ら,企 業 が前 払 い した租税 は価格設 定や課税所
得 の算 定に際 し,費 用 として取扱 われ る ことが正 当化 され うるg
しか し,不 完全 競争 の下 では,管 理価格 の存 在や価格 の下方 硬直性 な どによ
って,こ の便益 は消費者 に還元 されない まま企業内 に留 ま り,結 局,利 潤への
'追加 となって企 業 自身 に帰属す る ことにな る。 この場合 には便益 の対価 として
の事業 税は,こ の追加的利潤部 分㈹ か ら支払 われ な くては な らない は ず で あ
る。つ ま り,現 代寡 占経済 の下 では事業税 は企業 自身 が その利潤 の うちか ら負
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担すべ き もの といわ なければな らないであろ う。
ところが 「損 金算入 制度」 の存在 に よって,事 業税は費用か ら支払われ る こ
とになるのであ る。 この ことは本来的費用 でない ものの費用化 として 「費用概
念の拡大 」を意味す る。(あ るいはまた,利潤から控除されるべきものが費用から支
払われるとい うことから一種の 「利潤の費用化」 といい うるであろう。)
か くして事業税 の損金算入 は,費 用概念 の拡大 に よって課税所得 の縮小 を も
たらす もの と理解 され,⑫ 式 は,
ll・-n*一(mn+1Σαi+Σ βi
t#1t=1)(12)i
と修 正 され うる で あ ろ う。 つ ま り,事 業 税 の費 用 化 は βへ の追 加 的1項 目 と し
て とらえ られ る こ とに な る。 もっ と も,こ の よ うな操 作 は れ の値 に い さ さか




臼 この点に関 しては拙稿 「租税転嫁論の再検討一寡占企業の法人税転嫁を中心として」r租税財
政論集』第3集,186-227頁を参照されたい。




倒 この数値が,通常,国税 ・地方税を通じての法人税実効税率として示されている。た とえば
日本租税研究協会 『税制研究参考資料集』昭和50年度版参照。





地方自治」 『都市問題』1967年3月号にみられるように,応益原則を地方税の存在原 理 とみ,
応能原則を税負担配分の原理とみる見解のように,二つの原則を必ず しも対立させない。 な お`
、
応益原則 ・応能原則の比較 ・検討については,Musgrave,R.A.,T/zε丁舵 ∂7yofPublic
Finance,1959.木下和夫監訳,大 阪大学財政研究会訳r財 政論』第2部 第4,5章,貝 塚啓明
『財政支出の経済分析』数 量経済学選書5,1971年,第1部第1,2章 参照。
09こ の追加的利潤は,柴 田徳衛,宮 本憲一 『地方財政』1963年,宮本憲一 『社会資本論』1967年
において 「特別利潤」 と呼ばれるものに対応す る。
98明 大 商 学 論 叢 (212)
む す び
本稿 では地方税法人所得税 の転 嫁を考察 し,こ れ と国税法人 税 の転嫁 との関
連 ない し相互 作用 を究明 し,両 者 の統合 を試 みて きた。前段 の地方税 法人所得
税 の転嫁 の分析 につい ては,筆 者 のい ういわゆ る新 たな転嫁概念 に沿 って,一
応 の成果 を得 た もの と思 われ る。後段 の国税 と地方 税法人課 税 の転 嫁 の 関 連
は,と くに共 通 の課 税所得 お よび事業税 の損金算入 制度 をか なめ として解 明 さ
れ,転 嫁度 とい う形態 を とればそ の総合的把握 も可能 とな った。
しか し,国 税,地 方 税を通 じての総合的 な法人所得税 の転嫁論 が完成 す るた
め には,価 格調整 に よる狭 義 の転嫁 も,課 税所得調整 に よる広 義の転 嫁 も,さ
らに資本移動 に よる長期的転嫁 も,最 終的 には同一 レベルで把握 されなければ
な らないであろ う。 またその際,実 証研究 の成果 か らの帰納 法的 な示 唆 も不可
欠 であろ う。そ の意味 では本稿 はなお未完成 であ り,そ の よ うな転 嫁論 の構築
は今後 の研究 に またなければ な らない。
と りあえず本稿 での ささや かな成果 を列挙 してみ れば,(1)地方税 法人所得税
は国税法人税 と同様 に 「価 格調整 に よる転嫁」 の可 能性 を有す ること,と くに
事業税 はそ の可能性 が大 である こと。②課税標準 が国税法人税 に追従 す る結果
としての地方 税法人 所得税 の減 税効果 は,「 課税所得調整 に よる転嫁」 の地方
レベル での反 復 として把握 され うること。(3)地方 レベル での独 自の租税減免措
置 は,(2)の転 嫁 の効果 に加 えて地方 レベル のみ での 「課税所得調整 に よ る転
嫁」 をひ き起 こす こと。(4)事業税 の損金算入制度 は,「 価格調整 に よる転嫁」
を助長す る とともに,法 人所得税全 体 の課税所得 を縮小 させ ることか ら,② の
「課税所得調整 に よる転嫁」 を一層捉進 させ ること。(5),(2)(3)および(2×4)がそ
れぞれ包括 的に把握 で きた こ とである。
(1975.8.14)
